
上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　効果検証シート

総合政策課

平成29年8月





基本目標

1．町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

産業振興課
上里町企業誘致条
例に基づく新規立
地企業数

１社 0社 １社 １社
１社

（5年間の合
計数・３社）

０社 －

企業誘致方法につ
いて検討を行い、
企業誘致に適した
活動方法を検討す
る必要があった。

－
目標値を設定して
いないため効果検
証未実施。

③事業の継続

企業誘致によってもたらされ
る雇用創出、税収効果、転入
効果、地域経済波及効果が期
待できるため。

－
企業誘致方法等に
ついての検討段階
であるため。

③事業の継続
町の活力を生み出し、町内
産業の発展につながるた
め。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

次年度以降に向け
ての準備段階とい
うことであるが、
目標を達成するた
めにどのような努
力をしているかが
重要である。

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

目標値

実績値を踏まえた事業の今後について

今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見 実績値 事業効果

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

１．町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

（１）民間企業の誘致による雇用の創出

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由

担当課
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

産業振興課 新規就農者数 ８人 １０人 １０人 １０人

10人
（5年間の合
計数・４０
人）

８人
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

新規就農者８人の
内、４人が法人雇
用により達成率が
高まった。

②地方創生に
効果があった

目標に対して、一
定の達成率は示し
ているが、独立し
て農業経営する者
の比率を高めた
い。

③事業の継続

目標値には達していない
が、一定の効果があったと
思われる。ただし、新規就
農者を迎え入れる環境は充
分とは言えず、給付金制
度、土地、住宅を１つの
パッケージとして考え、今
後、検討する必要がある。

②地方創生に
効果があった

目標値には届いて
いないものの、農
業の担い手の確保
につながった。

③事業の継続

目標値には達していない
が、一定の効果があったと
思われる。ただし、新規就
農者を迎い入れる環境は充
分とは言えないため、就農
環境整備の方法について検
討していく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

産業振興課
農地中間管理事業
実施面積（年間）

－ 30ha 75ha 75ha 75ha 96ha
①大きく達成
（100％以
上）

当初の見込みよ
り、実施面積が増
えたため、KPIとし
ては妥当である。

②地方創生に
効果があった

目標値を上回り、
効果があった。

③事業の継続
今後も目標値前後の面積を
めどに実施して、担い手に
集積していく。

②地方創生に
効果があった

目標値を上回り、
農地の有効利用と
農業経営の効率化
に効果があった。

③事業の継続
今後も意欲的な担い手への
農地の集積を図り、農業振
興につなげる。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

実績値理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見
目標値

実績値を踏まえた事業の今後について

今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 事業効果

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

１．町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

（２）農業の担い手の確保

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

産業振興課
６次化製品の開発
数

－ １品 １品 １品
２品

（5年間の合
計数・５品）

０品
③未達成
（70％未
満）

６次産業化するう
えでのノウハウが
不十分であり、ま
た、施設整備する
うえで、相当な費
用がかかること。

③地方創生に
効果がなかっ
た

上里町のブランド
化につながるよう
な６次化製品の開
発には至らなかっ
たため。

③事業の継続

農産物の生産、加工、販売
を農業者が一貫して行う６
次産業は非常に難しいた
め、生産を委託する等の手
法で、「かみさとブラン
ド」を生み出せないか、検
討する。

③地方創生に
効果がなかっ
た

上里町のブランド
化につながるよう
な６次化製品の開
発には至らなかっ
たため。

③事業の継続

農業者が一貫して行う６次
産業は難しいため、農協や
商業関係者への委託等によ
る手法も加味して、「かみ
さとブランド」創造の可能
性について検討する。

②総合戦略の
KPI達成に有
効とは言えな
い

・毎年１品を開発
するということは
非常に難しいが、
未達成であって
も、その過程で評
価できる場合もあ
る。
・県との協力体制
ができていない。

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

目標値

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

１．町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

（３）農業の６次産業化による「かみさとブランド」の確立

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

実績値を踏まえた事業の今後について

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由 今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 実績値 事業効果理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

産業振興課
創業支援事業計画
に伴う補助金の交
付

－ 0件 0件 １件
１件

（5年間の合
計数・２件）

0件 －

創業支援事業計画
については、平成
28年12月２６日
に国から承認を受
けた計画であるた
め。

－

創業支援事業計画
については、平成
28年12月２６日
に国から承認を受
けた計画であるた
め。

③事業の継続

本計画は平成29年1月４日
～平成31年3月31日まで
の計画期間である。創業支
援事業に対する認知度は決
して高くないため、広報、
HP等で周知を行い、創業
を希望する者への支援を図
る。

－

当該年度において
は実施期間が短い
ことに加え、周知
不足であったた
め。

③事業の継続
効果的に周知を行いながら
事業を継続し、事業に対す
るニーズを把握する。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

目標値

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

１．町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

（４）企業家への支援

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

実績値を踏まえた事業の今後について

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由 今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 実績値 事業効果理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

産業振興課 就職相談者数 － 10人 10人 10人

10人
（5年間の合
計数・40
人）

7人
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

埼玉県の主催で
行った就職活動基
本セミナー及び個
別就職相談会の参
加者人数。

②地方創生に
効果があった

目標の数値には及
ばなかったもの
の、一定の成果を
収められた。

③事業の継続

就職相談者については、ハ
ローワークを訪れる機会が
大半を占めると思われる
が、県の事業であるセミ
ナーや個別相談会をテーマ
を変えて開催するととも
に、そのＰＲについても積
極的に行い、参加者を増や
せるよう努めたい。

②地方創生に
効果があった

目標の数値には及
ばなかったもの
の、参加者に就職
活動の際の心構え
等を身に付けても
らうことができ、
一定の成果を収め
られた。

③事業の継続

埼玉県の事業であるセミ
ナーやテーマを絞った個別
相談会を開催するととも
に、そのＰＲについても積
極的に行う。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

高齢者いき
いき課

シルバー人材セン
ター登録者数（累
計）

213人 225人 235人 245人 255人 ２０３人
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

当初見込より辞め
た方（体調等）が
多くいたため、減
少してしまった。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、今後登
録者増加のための
周知活動等講じて
いく必要がある。

③事業の継続

今後高齢者が増加していく
状況を考えると事業は継続
する必要があるが、高齢者
の環境（年金受給開始年齢
の引き上げ、定年の延長
等）、意識（余暇を個人的
に楽しみたい）の変化は考
慮しつつ、目標値の設定は
検討していかなければなら
ないと考える。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、意欲あ
る高齢者に働く機
会を確保すること
ができた。

③事業の継続

高齢化が進む中、元気な高
齢者が活躍できる場を充実
させることで、高齢者の生
きがいの発見、地域の活性
化にもつながる。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

登録者数が減少し
ていても「ほぼ達
成」というのは違
和感がある。
新規に何人増加
し、辞めた方が何
人いたということ
が分かればよい。

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

目標値

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

１．町の資源を活かして、仕事をつくり、産業を盛んにする

（５）女性・高齢者の働く機会の確保

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

実績値を踏まえた事業の今後について

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由 今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 実績値 事業効果理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見
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基本目標

2．「かみさと」の魅力を生み出し、発信し、人を呼び込む
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

総務課
ホームページ年間
アクセス数

84,000件 87,000件 90,000件 93,000件 96,000件 100,260件
①大きく達成
（100％以
上）

HPリニューアルに
より、見やすさや
使いやすさが向上
したことで閲覧者
が増加したものと
思われる。

①地方創生に
非常に効果的
であった

目標値よりも大幅
に増加したため、
非常に効果的で
あった

③事業の継続
今後もさらにアクセス数が
増えるよう魅力あるHPづ
くりをすすめていく。

①地方創生に
非常に効果的
であった

アクセス数の増加
により、町外の方
に対し、町の魅力
を迅速に発信する
ことで、積極的な
タウンプロモー
ションの展開に役
立ったと考えるた
め。

③事業の継続
今後もさらにアクセス数が
増えるよう魅力あるHPづ
くりをすすめていく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

これだけのアクセ
ス件数があるとい
うことは、それだ
け内容の充実が求
められる。

総務課
ＳＮＳ登録者数
（累計）

372人 400人 430人 470人 500人 510人
①大きく達成
（100％以
上）

スマートフォンの
普及により「フェ
イスブック」や
「LINE」などの
SNS利用者が増加
したため。

①地方創生に
非常に効果的
であった

目標値よりも大幅
に増加したため、
非常に効果的で
あった

②事業内容の
見直し（改
善）

新たなフォロワー数を獲得
するため、情報を積極的に
発信し、記事を更新する。

①地方創生に
非常に効果的
であった

各課において町公
式フェイスブック
による情報発信を
行うことで、町の
魅力を迅速に発信
することに一定の
効果があったと考
えられるため。

②事業内容の
見直し（改
善）

目標値を見直し、さらに
フォロワー数を増加させる
ため、情報を積極的に発信
し、記事を更新する。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

総務課

ｉ広報誌アプリ登
録者数
（累計）

72件 90件 110件 130件 150件 170件
①大きく達成
（100％以
上）

スマートフォンの
普及に加え、町広
報誌での周知等の
効果によるものと
思われる。

①地方創生に
非常に効果的
であった

目標値よりも大幅
に増加したため、
非常に効果的で
あった

②事業内容の
見直し（改
善）

今後も登録者数の増加のた
めの積極的な周知等を行っ
ていきたい。

①地方創生に
非常に効果的
であった

スマートフォンに
よって、利用者は
手軽に町の情報を
取得することがで
きるようになり、
町の魅力を全国に
情報発信すること
につながったと考
えられるため。

②事業内容の
見直し（改
善）

目標値を見直し、町の魅力
を全国に向けて積極的に発
信していくため、今後も登
録者数の増加のための積極
的な周知等を行っていきた
い。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

くらし安全
課

データ放送年間掲
載回数

6回 ９回 １０回 １１回 １２回 3回
③未達成
（70％未
満）

掲載記事の集約方
法等に問題があ
り、目標値に達す
ることができな
かった。

②地方創生に
効果があった

大きなイベント情
報の掲載はできた
ので、PRになった
と思われる。

③事業の継続

事業の継続は必要である
が、タウンプロモーション
という目標に向け、防災以
外の複数の担当にわたる記
事をどのように掲載してい
くか検討が必要な状況であ
る。

②地方創生に
効果があった

大きなイベント情
報の掲載はできた
ので、PRになった
と思われる。

③事業の継続

広報主管課を主担当とし、
他担当と協力しながら、タ
ウンプロモーションという
目標に沿った事業の継続を
していく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

総務課
こむぎっち町外出
張件数（年間）

17件 21件 24件 27件 30件 ２５件
①大きく達成
（100％以
上）

積極的なイベント
への出張、PR活動
の結果によるもの
と考える。

①地方創生に
非常に効果的
であった

目標値よりも大幅
に増加したため、
非常に効果的で
あった

③事業の継続

今後も町外各種団体のイベ
ント等に利用していただけ
るようPR活動を行なって
いく。

②地方創生に
効果があった

町のマスコット
キャラクター「こ
むぎっち」を活用
することで、子ど
もから大人まで
「上里町」に親し
みをもってもらえ
ると考えるため。

③事業の継続

今後も町外各種団体のイベ
ント等に利用していただけ
るようPR活動を行なって
いく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

総合政策課
町外からのふるさ
と納税年間寄附金
額

－ 100万円 150万円 170万円 200万円 132万円
①大きく達成
（100％以
上）

①ふるさと納税制
度の周知と充実
②上里農産物の価
値
③インターネット
でのPR

②地方創生に
効果があった

上里町の産業をひ
ろくPRすることが
できた。

③事業の継続

引き続き、地方創生のため
の本町の取組みを広く紹介
するとともに、総務省から
の通達に基づき、返礼割合
の見直しを行う。

②地方創生に
効果があった

上里町の産業をひ
ろくPRすることが
できた。

③事業の継続

引き続き、地方創生のため
の本町の取組みを広く紹介
するとともに、総務省から
の通達に基づき、返礼割合
の見直しを行う。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

行き過ぎたふるさ
と納税制度につい
て取り上げられて
いるところであ
り、目標値の変更
を検討してはどう
か。

事業効果

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

２．「かみさと」の魅力を生み出し、発信し、人を呼び込む

（１）町の魅力を全国へ情報発信

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

目標値

実績値を踏まえた事業の今後について

今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 実績値理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

産業振興課
農村公園年間来客
数

－ － 15万人 25万人 30万人 － ④未実施

平成28年11月末
ににひびきの農協
との間で事業用定
期借地権を締結。
農協では平成29年
11月末をめどに農
村公園の開業を予
定している。

－

平成28年11月末
ににひびきの農協
との間で事業用定
期借地権を締結。
農協では平成29年
11月末をめどに農
村公園の開業を予
定している。

③事業の継続

農村公園を核にして町の農
業の振興につなげる。ま
た、上里SAの利用者を中
心に町への来訪者を呼び込
み、観光の振興にも結びつ
けたい。

－

平成28年11月末
ににひびきの農協
との間で事業用定
期借地権を締結。
農協では平成29年
11月末をめどに農
村公園の開業を予
定している。

③事業の継続

農村公園は上里SA利用者
を中心に設置されたもので
あり、観光振興の目玉でも
あることから、今後の農村
公園の運営は重要である。
農村公園(直売所)来訪者の
状況を注視するとともに、
来訪者のニーズを高める事
業を検討する。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

まち整備課
上里ゴルフ場年間
利用者数

42,586人 42,700人 42,800人 42,900人 43,000人 43,096人
①大きく達成
（100％以
上）

割引サービス券の
導入効果等が定着
してきた。

②地方創生に
効果があった

目標値を僅かであ
るが超えた。現状
値よりも増加して
おり、ある程度効
果があった。

③事業の継続

目標値を僅かに超えること
ができた。全体の利用者数
は増加傾向であり、町民の
交流や憩いの場、スポーツ
の振興という目的に対し一
定の成果があった。今後に
ついても利用してもらえる
よう、利用者増加策を講じ
ていく。

②地方創生に
効果があった

目標値を僅かに超
えることができ
た。全体の利用者
数は増加傾向であ
り、町民の交流や
憩いの場、スポー
ツの振興という目
的に対し一定の成
果があった。

③事業の継続
今後についても利用しても
らえるよう、利用者増加策
を講じていく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

事業効果

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

２．「かみさと」の魅力を生み出し、発信し、人を呼び込む

（２）観光事業の推進による交流人口の増加

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

目標値

実績値を踏まえた事業の今後について

今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 実績値理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

くらし安全
課

利活用された空家
数

― ― １軒 ２軒
2軒

（5年間の合
計数　5軒）

－ ④未実施

平成２９年２月よ
り、埼玉県北部地
域地方創生推進協
議会において「空
家バンク」を開設
したため、今後効
果の検証を行って
いく。

－
事業推進中につ
き、効果検証未実
施。

③事業の継続
多事にわたり問題が発生す
る空き家の利活用を図り、
地域活性化に繋げる。

－

「空家バンク」の
開設を行ってお
り、今後は移住者
の住まい探しを支
援するなどＵＩＪ
ターンの促進につ
ながると考える。

③事業の継続

「空家バンク」を積極的に
活用し、ＵＩＪターンを促
進するための周知等を図っ
ていきたい。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

事業効果理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見理由 今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 実績値

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

目標値

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

２．「かみさと」の魅力を生み出し、発信し、人を呼び込む

（３）若者を中心としたＵＩＪターンの促進

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

実績値を踏まえた事業の今後について

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果

10



基本目標

3．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

総合政策課
上里町民の婚姻届
出数（年間）

164件 現状維持 現状維持 現状維持 現状維持 139
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

転入・転出や経済
情勢等により年に
よって変動すると
思われるが、県北7
市町で実施した
「婚活」事業にお
いても、上里町民
の参加率は低かっ
たように思われ
る。

②地方創生に
効果があった

婚姻届出数は減っ
ているが、県北部7
市町で共同開催し
た事業により、出
会いのきっかけ等
を創出することが
できた。

③事業の継続

婚活イベントの開催や地域
の婚活支援等の事業を継続
的に実施することで、晩婚
化・非婚化の抑止に効果が
あると考えるため。

②地方創生に
効果があった

婚姻届出数は減っ
ているが、県北部7
市町で共同開催し
た事業により、出
会いのきっかけ等
を創出することが
できた。

③事業の継続

婚活イベントの開催や地域
の婚活支援等の事業を継続
的に実施することで、晩婚
化・非婚化の抑止に効果が
あると考えるため。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

どうして結婚しな
い（できない）の
か問題解決が重要
である。

総合政策課

婚活パーティー
カップル成立数
（男女どちらかが
上里町民に限る）

－ 2組 2組 3組
3組

（5年間の合
計数10組）

３組
①大きく達成
（100％以
上）

北部地域7市町で協
力して「婚活」事
業を実施し、広く
周知を行った結
果、町外のイベン
トにおいてカップ
ルが成立すること
ができたと考え
る。

②地方創生に
効果があった

上里町出身者が
カップル成立する
ことで、若者の定
住に繋がることが
期待されるため。

③事業の継続

「婚活」事業を継続的に実
施し、若者の結婚に対する
意識向上に資する事業を展
開することが、将来的には
当町への定住に繋がると考
えるため。

②地方創生に
効果があった

上里町出身者が
カップル成立する
ことで、若者の定
住に繋がることが
期待されるため。

③事業の継続

「婚活」事業を継続的に実
施し、若者の結婚に対する
意識向上に資する事業を展
開することが、将来的には
当町への定住に繋がると考
えるため。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

未婚の人数がどれ
くらいいるのか数
字があれば分かり
やすい。

目標値

実績値を踏まえた事業の今後について

今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価

外部有識者からの評価・意見

理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見

本事業終了後における実績値

実績値 事業効果

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（１）出会い・婚活サポート事業の展開

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由

町創生本部としての評価
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

健康保険課 不妊治療助成件数 － 10件 13件 13件

14件
（5年間の合
計数　50
件）

23
①大きく達成
（100％以
上）

不妊に悩み不妊治
療を受ける夫婦が
増加しているた
め。

①地方創生に
非常に効果的
であった

目標値を大幅に上
回り、子どもを望
む夫婦に対し不妊
治療に係る費用の
負担軽減と少子化
対策の推進に寄与
できた。

③事業の継続

不妊治療費助成事業を継続
実施しつつ、H29年度は
「早期不妊検査費助成事
業」を新規事業として実施
し、早期に不妊検査・不妊
治療を受診する意識の向上
ときめ細やかな支援により
不妊検査費等の負担軽減を
図る。

①地方創生に
非常に効果的
であった

目標値を大幅に上
回り、子どもを望
む夫婦に対し不妊
治療に係る費用の
負担軽減と少子化
対策の推進に寄与
できた。

③事業の継続

実績値が目標値を大きく上
回ったことは、この事業を
住民が必要としているとい
うことであり、少子化の抑
止にもつながると考えるた
め。今後、目標値を上昇さ
せることも検討する。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

健康保険課
妊婦歯科検診受診
率

－ 35% 50% 65% 80% 22.6%
③未達成
（70％未
満）

妊娠期における口
腔衛生への意識が
浸透していない

②地方創生に
効果があった

目標には届かな
かったが、受診す
ることで口腔衛生
への意識の向上、
母子の歯の健康に
つながる。

③事業の継続

目標には届かなかったが、
妊婦歯科健診の機会を設け
ることで、口腔衛生の向
上、母子の歯の健康につな
がる。受診の大切さをより
伝えていき、受診率向上に
努めていく。

②地方創生に
効果があった

妊婦の健康づくり
の支援により、安
心して子どもを産
むことができる環
境づくりに貢献し
ている。

③事業の継続
事業により妊婦歯科健診の
機会を設けることで、母子
の健康づくりにつながる。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

目標値

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（２）妊娠と出産の支援

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

実績値を踏まえた事業の今後について

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由 今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 実績値 事業効果理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

町民福祉課 出生数（年間） 214人 現状維持 現状維持 現状維持 現状維持 177人
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

出生数は社会的要因
などにより変動する
と考えられるため。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、各ＫＰＩ
への取り組みにより
子育て環境整備は進
んでいることから。

③事業の継続

目標としていた現状維持は
かなわなかったが、各施策
を進めていくことで、今後
の出生数増加が期待できる
と考えることから。

②地方創生に
効果があった

各ＫＰＩへの取り組
みにより子育て環境
整備は進んでいるこ
とから。

③事業の継続

結婚・出産・子育てに関す
る各施策を充実させること
で、今後の出生数増加が期
待できると考えるため。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

未達成であるといえ
る。
総合戦略の目標と合
致しており、重要な
ＫＰＩである。

子育て共生
課

町ＨＰ子育てページ
年間閲覧数

－ 25,000件 30,000件 33,000件 36,000件 － －

閲覧数をカウントす
るＣＭＳの導入が平
成28年12月であ
り、正確な数字が把
握できないため。

②地方創生に
効果があった

HPのリニューアル
により、以前よりも
わかりやすく情報を
掲載できるように
なったため。

③事業の継続
目標を達成できるよう、子
育て関連情報の充実を図っ
ていきたいと考える。

②地方創生に
効果があった

これまでのＨＰより
も見やすく、迅速に
情報を掲載できるよ
うになったため、子
育て関連の情報をわ
かりやすく提供でき
るようになったと考
えるため。

③事業の継続

子育て関連情報の充実を図
り、各子育てサポート事業
の利用を促進させて子育て
しやすい環境づくりにつな
げる。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

子育て共生
課

保育園待機児童数
（10/1.基準日）

20人 15人 10人 5人 0人 3
①大きく達成
（100％以
上）

保護者との入念な連
絡調整を行ったた
め。

②地方創生に
効果があった

目標値を大きく上回
り、効果があった。

③事業の継続

目標値を大きく上回り、町
民の保育園利用のニーズを
確保するという目的に対し
一定の成果があった。今後
についても継続して待機児
童数の減少策を講じてい
く。

②地方創生に
効果があった

安心して子供を預け
られる環境を整備す
ることで、子育てし
やすい町づくりに寄
与したと考えられる
ため。

③事業の継続
町民の保育園利用のニーズ
を把握し、子育てしやすい
環境づくりにつなげる。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

待機人数の減少は出
生数の減少が影響し
ているのではない
か。
管外の保育園利用者
数を表記したほうが
分かりやすい。

子育て共生
課

児童クラブ待機児童
数
（5/1基準日）

26人 18人 12人 6人 0人 35
③未達成
（70％未
満）

入所児童の対象年齢
拡大等による需要量
の増加に対する新た
な受け皿の整備がで
きなかったため。

③地方創生に
効果がなかっ
た

目標値には届かな
かったため。

③事業の継続
待機児童解消に向け新たな
受け皿の整備に引き続き取
り組みたい。

③地方創生に
効果がなかっ
た

誰でも安心して子供
を預けられる環境を
整備するに至らな
かった。

③事業の継続

保護者等と調整しながら、
町民の児童クラブ利用の
ニーズを把握し、子育てし
やすい環境づくりにつなげ
る。

②総合戦略の
KPI達成に有
効とは言えな
い

目標の達成はしてい
ないが、事業は重要
であり、地方創生に
効果がなかったとは
いえない。

子育て共生
課

第３子以降保育料軽
減対象者数
（年間）

－ 120人 135人 150人 162人 118人
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

目標値には届かな
かったものの、周知
の徹底を行った結
果、目標達成に近付
くことができたと考
える。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、第３子以
降の保育料軽減の人
数を維持しており、
ある程度の効果が
あった。

③事業の継続
引き続き、第３子以降の保
育料を無料化することで、
少子化対策を図る。

②地方創生に
効果があった

子育てしやすい環境
の整備に貢献してい
る。

③事業の継続

事業の実施により、第３子
以降の子どもを安心して産
める環境が整備され、少子
化の抑止にもつながる。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

子育て共生
課

地域子育て支援拠点
年間利用者数

2,178人 2,500人 3,000人 3,500人 4,000人 2,246人
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

保育園での周知のほ
か、町の広報紙によ
る広報などを行った
結果、目標値に近付
いたものと考える。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、現状値よ
りも増加しており、
ある程度効果があっ
た。

③事業の継続

目標値には届かなかったも
のの、今後については利用
してもらえるよう、広報な
ど利用者増加策を講じてい
く。

②地方創生に
効果があった

同年代の子供を持つ
親同士の交流や子育
てに関する悩みを相
談することで、母親
の子育てに関する不
安を解消するなど子
育て環境の整備につ
ながったと考えるた
め。

③事業の継続

広報等を活用し、多くの町
民に利用してもらうこと
で、子育て環境の向上につ
なげる。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

子育て共生
課

ファミリー・サポー
ト・センター利用回
数
（年間）

13件 20件 30件 40件 50件 50件
①大きく達成
（100％以
上）

当初に対し、登録会
員が増えたので、利
用件数が増加したと
考えられる。

②地方創生に
効果があった

目標値に対し、実績
値が2.5倍となった
ので、効果があった
と考えられる。

③事業の継続
今後も、登録会員、及び利
用件数の増加に向けた広報
を行い、継続したい。

②地方創生に
効果があった

共働き家庭が、安心
して子どもを預かっ
てもらえることは、
子育て環境の整備に
つながったと考えら
れるため。

③事業の継続
登録会員、及び利用件数の
増加に向けた広報を行い、
事業を継続する。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

子育て共生
課

親子サークル支援件
数
（年間）

－ ２件 3件 4件 5件 0件
③未達成
（70％未
満）

窓口での申請書の配
布や、電話での問い
合わせはあるが、申
請要件が厳しいため
申請までに至らな
かったと考える。

③地方創生に
効果がなかっ
た

実績値が0のため。 ③事業の継続

初年度なので、来年度以降
の状況を踏まえて、今後の
事業継続について検討した
い。

③地方創生に
効果がなかっ
た

事業としては子育て
しやすい環境の整備
につながるものであ
るが、実績が出せな
かった。

③事業の継続

広報等を行ったうえ、来年
度の状況を踏まえて、申請
要件の緩和を含めた今後の
事業継続方法について検討
していく。

②総合戦略の
KPI達成に有
効とは言えな
い

目標値

実績値を踏まえた事業の今後について

今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価

外部有識者からの評価・意見

理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見

本事業終了後における実績値

実績値 事業効果

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（３）子育てしやすい環境の整備

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由

町創生本部としての評価
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

目標値

実績値を踏まえた事業の今後について

今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価

外部有識者からの評価・意見

理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見

本事業終了後における実績値

実績値 事業効果

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（３）子育てしやすい環境の整備

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由

町創生本部としての評価

生涯学習課
放課後子ども教室設
置学校数

3小学校 ３小学校
１小学校

（４小学校）

１小学校
（全５小学
校）

（全５小学
校）

４小学校
①大きく達成
（100％以
上）

平成28年度につい
ては、29年度設置
への準備年度として
考えていたが、小学
校との調整やボラン
ティア数の確保等が
順調に進み予定より
早く設置することが
できたため。ＫＰＩ
としては妥当であっ
たと考えている。

②地方創生に
効果があった

子ども達が放課後に
安全かつ安心して異
年齢で勉強や体験活
動等を行える場所を
整備するとともに、
地域の方々の参画・
支援を得て行う大人
との交流を通して、
総合戦略に掲げてい
る「子育てしやすい
環境の整備」の推進
には効果があったと
捉えている。

③事業の継続

平成３１年度末に町内全小
学校（五校）に放課後子供
教室を設置目標としていた
が、平成２９年度に達成予
定である。今後も、地域ボ
ランティアの一定数の確保
と資質向上、学校・地域と
の連携を強化し、放課後子
供教室の内容充実を図って
いきたい。

②地方創生に
効果があった

全ての子どもを対象
とした多様な体験・
交流活動等の機会の
提供が子育てしやす
い環境の整備の推進
につながった。

③事業の継続

早期に目標達成が実現でき
ると思われ、次年度以降事
業をさらに発展させる等検
討していく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

まち整備課
街区公園整備数
（累計）

1か所 2か所 3か所 0か所 ―

H27より整備を開
始し、H28も継続
して整備を実施して
いる。

―
整備中であり、効果
を測ることができな
いため。

③事業の継続

事業を継続することで、子
どもたちが安心して遊べる
場が増加し、子育てしやす
い環境の整備につながるた
め。

―
整備中であり、効果
を測ることができな
いため。

③事業の継続

事業を継続することで、子
どもたちが安心して遊べる
場が増加し、子育てしやす
い環境の整備につながるた
め。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

子育て共生
課

保育園園庭年間利用
者数

－ 120人 200人 288人 19人 ―
広報等の周知不足が
考えられる。

②地方創生に
効果があった

目標値は設定してい
ないが、少なくとも
効果はあった。

③事業の継続
初年度なので、今後広報等
の周知に努める。

②地方創生に
効果があった

親が安心して子ども
を遊ばせられる環境
の確保につながった
と考えられるため。

③事業の継続
目標達成に向けて広報等の
周知に努める。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

子育て共生
課

外出環境整備施設数 － 3か所 3か所 3か所

3か所
（5年間の合
計数　12か
所）

1か所
③未達成
（70％未
満）

既存の民間事業所等
では既に設置されて
いる場合が多く、未
設置でも設置スペー
スが無かったりした
ため。

②地方創生に
効果があった

１か所ではあるが、
多数の人が訪れる事
業所なので、その効
果は大きいと思われ
る。

③事業の継続

設置事業所数は少なくて
も、多数の人が訪れる事業
所であれば、その効果は大
きいと思われるので継続し
ていく。

②地方創生に
効果があった

子育て世帯が外出し
やすい環境の整備に
つながった。

③事業の継続
設置可能な事業所について
情報収集し、効果的に事業
を継続していく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

子育て共生
課

いのちの大切さサ
ポート講演会参加者
数

７５人 7７人 ７９人 ８２人
87人

（合計400
人）

331人
①大きく達成
（100％以
上）

当初、講演会単体で
の実施を予定してい
たが、成人式におい
て講演が行えたため
に実績値が増えた。

①地方創生に
非常に効果的
であった

近々、結婚・出産・
子育てを行う可能性
のある成人の多くに
に対し、講演を行え
たため。

③事業の継続
成人式においての講演は非
常に効果があると思われる
ので、今後も継続したい。

①地方創生に
非常に効果的
であった

近々、結婚・出産・
子育てを行う可能性
のある成人の多くに
対し、講演を行えた
ため。

③事業の継続
成人式においての講演は非
常に効果があると思われる
ので、今後も継続したい。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

町民福祉課
子ども発達巡回支援
回数

10回 26回 27回 28回

30回
（5年間の合
計数　121
回）

27回
①大きく達成
（100％以
上）

町内保育園・幼稚園
の９園で3回づつ事
業が実施でき、目標
を達成できた。

②地方創生に
効果があった

町内の各保育園・幼
稚園のご理解とご協
力により、目標値を
超えることができた
ため、効果があっ
た。

③事業の継続

目標値を超えることがで
き、引き続き保育園及び幼
稚園に事業の目的や必要性
を理解していただき、実施
していきたいため。

②地方創生に
効果があった

発達が気になる子へ
の支援手法につい
て、専門職員が保育
士等に助言・指導を
行うことにより、子
どもの発達支援のサ
ポートにつながった
と考える。

③事業の継続

引き続き保育園及び幼稚園
に事業の目的や必要性を理
解していただき、事業を実
施していく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

健康保険課
５歳児健康相談受診
率

86.9% 87% 87% 88% 88% 89.7%
①大きく達成
（100％以
上）

健診対象を誕生月ご
とに変更したこと
で、受診者に健診日
が分かりやすくなっ
たことが要因と考え
る。

②地方創生に
効果があった

目標値を達成し、児
の発達を確認し、そ
の子に合わせた相談
を実施することがで
き、一定の効果が
あった。

③事業の継続

軽度の発達上の問題や社会
性の発達における問題が明
らかになってくる５歳児で
健康相談を実施し、発達障
害の早期発見・支援、就学
に向けての相談に対応して
いく。

②地方創生に
効果があった

事業の実施により、
親の不安の解消に貢
献し、子育て環境の
整備に一定の効果が
あった。

③事業の継続
今後も発達障害の早期発
見・支援、就学に向けての
相談に対応していく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

学校教育指
導室

授業の満足度 82% 84% 85% 86% 87% 82.6%
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

目標値を達成した
学校は3校であっ
た。教員の転出入
が多い為、各学校
での取組が継承で
きてない所があっ
た。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、現状値
よりも若干増加し
ており、ある程度
効果があった。

③事業の継続

目標値には届かなかったも
のの、町内授業研修会が充
実し、教員の意欲や指導力
が向上した。今後はさらに
充実させるため、教員指導
力向上策を講じていく。

②地方創生に
効果があった

現状値よりも若干増
加しており、ある程
度効果があった。

③事業の継続

町内授業研修会が充実し、
教員の意欲や指導力が向上
した。今後はさらに充実さ
せるため、教員指導力向上
策を講じていく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

学校教育指
導室

全国学力学習調査に
おいて全国平均を
100とした時の上
里町の値（国語・算
数・数学）

国語　92
算数・数学
88

国語　94
算数・数学
90

国語　96
算数・数学
93

国語　98
算数・数学
96

国語　100
算数・数学
100

国語　90
算数・数学
86

②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

「めあて」や「課
題」を明確にした
授業実践や練り上
げ・まとめの工
夫、効果的なかか
わりなどの意図的
な支援の成果であ
ると思われる。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、県学
力・学習状況調査
からは学力の伸び
が認められたた
め、効果があっ
た。

③事業の継続

目標値には届かなかったも
のの、町全体で学力向上に
取り組むことにより年々全
国平均との差が縮まってき
ている。今後については課
題のある問題の分析等を通
して、授業改善に繋げてい
く。

②地方創生に
効果があった

県学力・学習状況調
査からは学力の伸び
が認められたため、
効果があった。

③事業の継続

町全体で学力向上に取り組
むことにより年々全国平均
との差が縮まってきてい
る。今後については課題の
ある問題の分析等を通し
て、授業改善に繋げてい
く。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

・数字が落ちていて
も「ほぼ達成」とし
ているのに違和感が
ある。
・国の結果は良くな
いが、県の結果が良
かったから評価でき
るというのは混乱す
る。

学校教育指
導室

新体力テスト
（144種目）にお
いて県平均以上であ
る種目

73種目 75種目 77種目 80種目 83種目 61種目
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

小学校では高学年
で、中学校では1年
生で県平均に届か
なかった項目が多
かった。中１
ギャップの解消を
図っていく。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったものの、体
育実技指導員の導
入により、意欲や
技術の向上が図ら
れた。

③事業の継続

目標値には届かなかったも
のの、体力を向上させるた
めには、意欲の向上を図る
ことが必要であり、体育実
技指導員による支援が必要
である。意欲と技術の両面
から指導を行う中で、体力
向上策を講じていく。

②地方創生に
効果があった

体育実技指導員の導
入により、意欲や技
術の向上が図られ
た。

③事業の継続

体力を向上させるために
は、意欲の向上を図ること
が必要であり、体育実技指
導員による支援が必要であ
る。意欲と技術の両面から
指導を行う中で、体力向上
策を講じていく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

学校教育指
導室

埼玉県学力・学習状
況調査（中学２年英
語）において「コ
ミュニケーションへ
の関心・意欲・態
度」の値

78% 80% 81% 82% 83% 68%
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

コミュニケーショ
ン能力の基盤とな
る基礎的・基本的
な知識や技能の習
得に課題がみられ
るため。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、県学
力・学習状況調査
からは学力の伸び
が認められたた
め、効果があっ
た。

③事業の継続

目標値には届かなかったも
のの、県学力・学習状況調
査からは学力の伸びが認め
られた。今後については得
た知識を自らの体験や考え
などと結び付けながら活用
するなどの指導内容の改善
を図る。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、県学力・
学習状況調査からは
学力の伸びが認めら
れたため、効果が
あった。

③事業の継続

目標値には届かなかったも
のの、県学力・学習状況調
査からは学力の伸びが認め
られた。今後については得
た知識を自らの体験や考え
などと結び付けながら活用
するなどの指導内容の改善
を図る。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

学校教育指
導室

理科が好きな児童生
徒の割合

79% 81% 82% 83% 84% － ④未実施
アンケート調査未
実施のため不明。

―
アンケート調査未
実施のため不明。

③事業の継続

理科支援員を配置し活用す
ることで、理科の授業にお
ける観察・実験活動の充実
及び教員の資質向上を図る
とともに、子供たちの理科
に対する興味・関心を高め
ながら学力向上に繋げてい
く。

―
調査は３年に１回行
われるため、本年度
は評価できない。

③事業の継続

理科支援員を配置し活用す
ることで、理科の授業にお
ける観察・実験活動の充実
及び教員の資質向上を図る
とともに、子供たちの理科
に対する興味・関心を高め
ながら学力向上に繋げてい
く。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

全国調査未実施であ
るのに年間の目標値
を入れても意味がな
く、有効であったか
の判断はできない。

学校教育指
導室

小・中学校ホーム
ページ月間アクセス
数

月600件 月1,200件 月2,400件 月4,200件 月6,000件 月1,860件
①大きく達成
（100％以
上）

ホームページが整
備された事で、毎
日更新しやすく
なった。それに伴
い、アクセス数が
増加した。

①地方創生に
非常に効果的
であった

目標値を大きく上
回ることができ
た。

③事業の継続

月ごとのアクセス数は増加
傾向にある。今後は、更新
内容を充実させ、アクセス
数増加策を講じていく。

①地方創生に
非常に効果的
であった

家庭への速やかな情
報提供により開かれ
た学校運営につな
がった。

③事業の継続

月ごとのアクセス数は増加
傾向にある。今後は、更新
内容を充実させ、アクセス
数増加策を講じていく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

学校教育指
導室

1年間に30日以上
欠席した不登校児童
生徒数

23人 21人 19人 17人 15人 26人
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

相談・支援活動は
充実したものの、
家庭環境、集団不
適応、無気力等の
要因で不登校が増
加した。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったものの、相
談・支援活動が充
実し、安心して学
校へ登校できる環
境が整った。

③事業の継続

目標値には届かなかったも
のの、日々相談・支援活動
が行われ、個に応じた対応
の充実が図られた。今後も
継続的に事業を行い、不登
校対策を講じていく。

②地方創生に
効果があった

相談・支援活動が充
実し、安心して学校
へ登校できる環境が
整った。

③事業の継続

日々相談・支援活動が行わ
れ、個に応じた対応の充実
が図られた。今後も継続的
に事業を行い、不登校対策
を講じていく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

目標値

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

（４）未来を担う子どもたちへの教育支援

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

実績値を踏まえた事業の今後について

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由 今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 実績値 事業効果理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見
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基本目標

4．時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

くらし安全
課

防災メール登録者
数

1,251件 1,600件 2,000件 2,250件 2,500件 1,660件
①大きく達成
（100％以
上）

防災フェスティバ
ルでのPR等の広報
活動により登録者
が増えた。

②地方創生に
効果があった

近年の防災意識の
高揚により若干で
はあるが登録者が
増えた。

③事業の継続
今後、更なる広報活動等に
より登録者の増加に向けた
取り組みを行う。

②地方創生に
効果があった

登録者の増加によ
り、町からの災害
情報等の効果が大
きくなり、安心し
てくらせるまちづ
くりの促進につな
がったと考えるた
め。

③事業の継続
今後、更なる広報活動等に
より登録者の増加に向けた
取り組みを行う。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

くらし安全
課

年間犯罪率（人口
1,000人あたり）

9.59 9.20 8.80 8.40 8.00 8.70
①大きく達成
（100％以
上）

防犯グッズの配
布、防犯メールの
配信、防犯パト
ロールの強化等に
よる効果があっ
た。

②地方創生に
効果があった

今後も更なる犯罪
抑止に向けた対策
に取り組み、犯罪
率の低下図る。

③事業の継続
今後も更なる犯罪抑止に向
けた対策に取り組み、犯罪
率の低下を図る。

①地方創生に
非常に効果的
であった

犯罪率の低下によ
り、安心安全でく
らしやすいまちづ
くりの促進につな
がったと考えるた
め。

③事業の継続
今後も更なる犯罪抑止に向
けた対策に取り組み、犯罪
率の低下を図る。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

くらし安全
課

交通事故発生年間
件数

217件 205件 193件 180件 167件 202件
①大きく達成
（100％以
上）

前年と比べ小中学
生の交通事故が１
１件→４件に減
少。
５０％以上の減少
が見られる。

②地方創生に
効果があった

目標を達成し、交
通事故のないまち
づくりの推進に貢
献した。

③事業の継続
目標の達成を今後も継続で
きるよう取り組み、更なる
効果を期待していく。

②地方創生に
効果があった

「交通事故のない
まちづくりの推
進」更には「安心
安全でくらしやす
いまちづくり」に
つながったと考え
るため。

③事業の継続
目標の達成を今後も継続で
きるよう取り組み、更なる
効果を期待していく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

総合政策課
公共施設を利用し
やすいと思った割
合

－ － － － 70% － ④未実施

満足度を図るため
の「まちづくりア
ンケート」未実施
のため。

－

満足度を図るため
の「まちづくりア
ンケート」未実施
のため。

③事業の継続

障害のある方等が駐車場を
快適に利用できるよう、障
害者用駐車場の青色塗装を
３施設で実施した。
今後も公共施設の利用しや
すさ向上のための取組みを
推進していく。

―

満足度を図るため
の「まちづくりア
ンケート」未実施
のため、効果を計
ることができない
ため。

③事業の継続

障害のある方等が駐車場を
快適に利用できるよう、障
害者用駐車場の青色塗装を
３施設で実施した。
今後も公共施設の利用しや
すさ向上のための取組みを
推進していく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

高齢者いき
いき課

見守りキーホル
ダー登録者数
（累計）

－ 30人 50人 80人 115人 20人
③未達成
（70％未
満）

見守りキーホル
ダーの周知不足

②地方創生に
効果があった

キーホルダーを持
つことで、身元の
迅速な確認が可能
となり、安全安心
なまちづくりにつ
ながった。

③事業の継続

町民の方々に見守りキーホ
ルダーの存在を知っていた
だけるよう、情報提供を
図っていく必要があるた
め。

②地方創生に
効果があった

キーホルダーを持
つことで、身元の
迅速な確認が可能
となり、安全安心
なまちづくりにつ
ながった。

③事業の継続

町民の方々に見守りキーホ
ルダーの存在を知っていた
だけるよう、情報提供を
図っていく必要があるた
め。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

４．時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

（１）安心安全でくらしやすいまちづくり

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

担当課

KPI 現状値
目標値

実績値を踏まえた事業の今後について

実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由 今後の方針 今後の方針の理由 理由 事業の評価 外部有識者からの意見 実績値

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

事業の評価 理由 事業効果今後の方針
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

高齢者いき
いき課

要介護等認定のうち
軽度者の割合

29.1% 34.5% 36.2% 36.4% 36.6% 26%
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

介護保険制度の周知
徹底と理解促進に努
めて、現状で介護
サービスを必要とし
ている方の認定申請
につなげ、さらに予
防事業に尽力した結
果と考える。

②地方創生に
効果があった

事業対象者と要支援
者は自立支援に取組
むことで認定者数が
削減した。要介護認
定者全数でみても前
年比−11.3％となっ
たことから、生涯を
通じた健康支援の推
進につながったと思
われる。

③事業の継続

自立して生活できる高齢者
が増え、要介護者全体の数
を減らすことができれば良
い。要介護認定者の内、要
介護１の割合が増えている
ので、要介護１の方も自立
支援に向けた取組みを推進
する。

②地方創生に
効果があった

事業対象者と要支援
者は自立支援に取組
むことで認定者数が
削減され、生涯を通
じた健康支援の推進
につながったと思わ
れる。

③事業の継続

要介護認定者の内、要介護
１の割合が増えているの
で、要介護１の方も自立支
援に向けた取組みを推進す
る。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

高齢者いき
いき課

元気ちょっくらサ
ポーター数
（累計）

－ 105人 130人 140人 150人 134人
①大きく達成
（100％以
上）

養成講座を開始し2
年目であったため、
介護予防について興
味のある方やボラン
ティアに興味のある
方等多くの方の参加
につながっているた
め。

②地方創生に
効果があった

サポーターとなっ
たっ方が中心となっ
て活躍し、地域の健
康づくりの原動力と
なっている。

③事業の継続

こむぎっちちょっくら健康
体操を実施するにはサポー
ターが必ず必要となるた
め、今後も養成を継続して
行う。しかし、今後は初年
度、2年目のように多くの
人が申し込みをしてくるか
は不明であるため、周知方
法や教室への参加者の中か
らサポーターになれそうな
方に声をかけるなど工夫が
必要。

②地方創生に
効果があった

サポーターとなっ
たっ方が中心となっ
て活躍し、地域の健
康づくりの原動力と
なっている。

③事業の継続

今後も、周知方法や教室へ
の参加者の中からサポー
ターになれそうな方に声を
かけるなどの工夫をしなが
ら事業を継続する。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

高齢者いき
いき課

こむぎっちちょっく
ら健康体操を実行し
た行政区
（累計）

－ 12行政区 16行政区 18行政区 20行政区 16地区
①大きく達成
（100％以
上）

町の高齢者を取り巻
く現状や介護予防の
取組について自分自
身の身近な問題とし
てとらえ、何かした
いと自ら思うことが
できたのではない
か。区長などの地域
のリーダーも町の取
組を理解し積極的に
協力してくれた。

②地方創生に
効果があった

体操教室に継続して
参加することで、体
力・筋力をつけ、ま
た他者と交流するこ
とで介護予防を図る
ことができる。その
ことが、地域で元気
に生活を送ることに
つながる。

③事業の継続

教室に継続して参加してい
くことで介護予防の効果や
地域住民同士の見守りの場
にもなる。今後は、まだ教
室の立ち上がっていない地
区に対して住民説明会を実
施しまずは町の現状及び取
組について伝え教室を立ち
上げられるよう取り組んで
いく。

②地方創生に
効果があった

体操教室に継続して
参加することで、体
力・筋力をつけ、ま
た他者と交流するこ
とで介護予防を図る
ことができる。その
ことが、地域で元気
に生活を送ることに
つながる。

③事業の継続

教室に継続して参加してい
くことで介護予防の効果や
地域住民同士の見守りの場
にもなる。今後は、まだ教
室の立ち上がっていない地
区に対して住民説明会を実
施し、教室を立ち上げられ
るよう取り組んでいく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

生涯学習課
こむぎっち体操を実
施している事業所数
（累計）

3か所 5か所 7か所 8か所 10か所 ４か所
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

年度当初より各事業
所への働きかけを
行ったが、現状値よ
り１か所増のみの実
施となってしまった
ため。ＫＰＩとして
は妥当であったと考
えている。

②地方創生に
効果があった

目標値に届かなかっ
たが、事業所周知以
外にも、町民体育祭
や各小学校運動会、
歩け歩け運動開始等
において、こむぎっ
ち体操を積極的に導
入しており、総合戦
略に掲げている「町
民の運動習慣の向
上」に、ある程度の
効果はあったと捉え
ている。

③事業の継続

目標値には届かなかったも
のの、要因分析のとおりあ
る程度の効果はあった。し
かし、まだまだこむぎっち
体操の周知が不足している
のは検証結果から見えてお
り、今後も様々な場面にお
いて「こむぎっち体操」を
実施してもらえるよう、引
き続き事業所に働きかけを
行っていく。

②地方創生に
効果があった

事業所周知以外に
も、町民体育祭や各
小学校運動会、歩け
歩け運動開始等にお
いて、こむぎっち体
操を積極的に導入し
ており、総合戦略に
掲げている「町民の
運動習慣の向上」
に、ある程度の効果
はあったと捉えてい
る。

③事業の継続

まだまだこむぎっち体操の
周知が不足しているのは検
証結果から見えており、今
後も様々な場面において
「こむぎっち体操」を実施
してもらえるよう、引き続
き事業所に働きかけを行っ
ていく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

健康保険課 特定健診受診率 34.5% 40.5% 47.0% 53.5% 60.0% 37.8%
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

集団・個別健診とも
に受診者数は増加し
たが、見込みよりは
実績が伸びなかっ
た。しかし、個別健
診の伸び率は３倍と
なっており、KPIと
しては妥当である
（実績値は暫定値で
ある）。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、実績値は
伸びており、住民の
健康意識の向上に効
果があった。

③事業の継続

目標値に届かなかったもの
の受診率は伸びている。今
後については、更に目標値
に近づくよう、受診勧奨の
方法や、新たなインセン
ティブの導入、健康増進の
啓発など、受診意欲の向上
となる施策を講じていく。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、実績値は
伸びており、住民の
健康意識の向上に効
果があった。

③事業の継続

今後、更に目標値に近づく
よう、受診勧奨の方法や、
新たなインセンティブの導
入、健康増進の啓発など、
受診意欲の向上となる施策
を講じていく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

４．時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

（２）生涯を通じた健康づくりの支援

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

担当課

KPI 現状値
目標値

実績値を踏まえた事業の今後について

実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由 今後の方針 今後の方針の理由 理由 事業の評価 外部有識者からの意見 実績値

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

事業の評価 理由 事業効果今後の方針
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

４．時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

（２）生涯を通じた健康づくりの支援

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

担当課

KPI 現状値
目標値

実績値を踏まえた事業の今後について

実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由 今後の方針 今後の方針の理由 理由 事業の評価 外部有識者からの意見 実績値

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

事業の評価 理由 事業効果今後の方針

健康保険課 がん検診受診率

胃がん
8.3％
大腸がん
13.6％
肺がん
22.1％
子宮がん
27.5％
乳がん
28.1％

胃がん
10％
大腸がん
23％
肺がん
25％
子宮がん
33％
乳がん
33％

胃がん
20％
大腸がん
30％
肺がん
31％
子宮がん
41％
乳がん
41％

胃がん
30％
大腸がん
35％
肺がん
39％
子宮がん
46％
乳がん
46％

胃がん
40％
大腸がん
40％
肺がん
40％
子宮がん
50％
乳がん
50％

胃がん
6.6％
大腸がん
11.6％
肺がん
22.2％
子宮がん
24.1％
乳がん
24.4％

③未達成
（70％未
満）

現状値Ｈ２６に比べ
子宮乳がん検診は集
団検診実施日が減っ
ているため受診者も
減っている。胃がん
検診については、胃
がんリスク検診を開
始した市町村は胃が
ん検診の受診率が下
がる傾向にある。

②地方創生に
効果があった

目標達成はできない
が、がん検診は国が
推し進めるがん対策
推進基本計画のなか
でも、がん予防施策
の一つとして位置づ
けられており、町民
の生涯を通じた健康
づくりの支援につな
がると考えられるた
め。

②事業内容の
見直し（改
善）

・受診率向上のため、以下
の項目を重点的に行う。
①国の補助事業を活用し、
特定の年齢層へ個別の受診
勧奨、再勧奨を行う。
②検診費用の自己負担額の
見直しを行う。
③現状値・実績値について
は、今後は、国の示す市町
村間で比較可能ながん検診
の受診率算定方法にあわせ
ていき、標準化を図る。

②地方創生に
効果があった

がん予防施策の一つ
として、町民の生涯
を通じた健康づくり
の支援につながると
考えられるため。

②事業内容の
見直し（改
善）

国の補助事業の活用、検診
費用の自己負担額の見直し
等を行い受診率の向上を図
る。
現状値・実績値について
は、今後は、国の示す市町
村間で比較可能ながん検診
の受診率算定方法にあわせ
ていき、標準化を図る。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

健康保険課 歯周疾患健診受診率 7.5% 7.7% 8.0% 8.2% 8.5% 5.5%
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

H27年度に比べる
と、年度当初や受診
勧奨後の反応が悪
かったため、受診者
数の減少となった。

②地方創生に
効果があった

目標値及び現状値に
は到達しなかった
が、事業自体は歯周
疾患予防として効果
があり、町民の生涯
を通じた健康づくり
の推進につながると
考えられるため。

③事業の継続

例年、10月に未受診者への
受診勧奨通知を郵送してい
るが、H29年度は4月にも
対象者全員へ受診勧奨通知
を発送することとし、受診
率向上の対策とした。

②地方創生に
効果があった

事業自体は歯周疾患
予防として効果があ
り、町民の生涯を通
じた健康づくりの推
進につながると考え
られるため。

③事業の継続

例年、10月に未受診者への
受診勧奨通知を郵送してい
るが、H29年度は4月にも
対象者全員へ受診勧奨通知
を発送することとし、受診
率向上の対策とした。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

健康保険課
健康づくり応援隊数
（累計）

114人 214人 264人 314人 364人 224人
①大きく達成
（100％以
上）

「健康長寿サポー
ター養成講座」を他
の教室などの事業と
同時に行うことで、
効果的に参加者を増
やすことができた。

②地方創生に
効果があった

「健康長寿サポー
ター養成講座」を他
の教室などの事業と
同時に行うことで、
効果的に参加者を増
やすことができた。

③事業の継続

引き続き、他事業と同時に
「健康長寿サポーター養成
講座」を開催できるよう検
討する。

②地方創生に
効果があった

効果的に参加者を増
やすことができ、生
涯を通じた健康づく
りの支援に貢献する
ことができた。

③事業の継続

引き続き、他事業と同時に
「健康長寿サポーター養成
講座」を開催できるよう検
討する。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

健康保険課
糖尿病性腎症重症化
患者数
（累計）

４人 3人 2人 1人 1人 １人
①大きく達成
（100％以
上）

国保連合会と協力し
て実施した保健指導
等により、重症化を
未然に防ぐことがで
きた。

①地方創生に
非常に効果的
であった

腎臓病の重症化を防
げたことは、生活の
質の向上など、生涯
にわたる自身の健康
づくりにとって、大
きな成果があったと
考えられる。

③事業の継続

目標は達成したものの新規透
析患者数を０人にはできな
かった。今後については新規
透析患者数が０人になるよう
に事業の継続をしていく。

①地方創生に
非常に効果的
であった

腎臓病の重症化を防
げたことは、生活の
質の向上など、生涯
にわたる自身の健康
づくりにとって、大
きな成果があったと
考えられる。

③事業の継続
引き続き、新規透析患者数
が０人になるように事業の
継続をしていく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

20



基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

町民福祉課
地域支えあいマップ
登録者数
（累計）

595人 621人 650人 675人 700人 593人
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

登録抹消者（死亡
や施設入所者等）
と新規登録者が、
ほぼ同数であり、
現状維持となって
しまった。

②地方創生に
効果があった

現状値維持という
結果であるが、新
規登録もあるた
め、ある程度効果
はあった。

③事業の継続

目標値には達せず、現状値
も下回ってしまったが、高
齢者や障害者、要介護者等
の災害時や緊急時などの支
援の推進のためにも、事業
の啓発や民生委員などの協
力を得ながら、引き続き実
施していきたいため。

②地方創生に
効果があった

新規登録者が増加
したことで、地域
における支え合い
の意識向上につな
がったと考えるた
め。

③事業の継続

高齢者や障害者、要介護者
等の災害時や緊急時などの
支援の推進のためにも、事
業の啓発や民生委員などの
協力を得ながら、引き続き
実施していきたいため。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

くらし安全
課

自主防災組織モデル
地区数
（累計）

― 1地区 2地区 3地区 4地区 0地区
③未達成
（70％未
満）

モデル地区に指定
する上での調査、
検討に時間を費や
し、実績を上げら
れなかった。

②地方創生に
効果があった

自身自衛の意識浸
透のため、町内の
均衡を考慮した地
区の指定に向け、
調整を行ってい
る。

③事業の継続

皆で支えあう地域づくりに
向けて、モデルとなる、よ
り効果が大きいと思われる
地区の指定を図り、今後に
つなげる。

②地方創生に
効果があった

地域の代表との話
し合いが進んでい
る地区もあり、目
標達成に向かって
前進しているた
め。

③事業の継続

皆で支えあう地域づくりに
向けて、モデルとなる、よ
り効果が大きいと思われる
地区の指定を図り、今後に
つなげる。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

町民福祉課
地域の集まりの場団
体数
（累計）

5団体 8団体 13団体 17団体 20団体 14団体
①大きく達成
（100％以
上）

既にサロンを実施
している地区の効
果や情報、反響が
広がりつつあり、
目標値を大きく達
成した。

①地方創生に
非常に効果的
であった

目標値を大きく達
成し、非常に効果
的であった。

③事業の継続

高齢者を中心とした地域の
居場所づくりのためにも、
まだサロンが発足されてい
ない地区への推進と、既に
発足している地区について
も継続的な実施を促してい
きたいため。

①地方創生に
非常に効果的
であった

目標値を大きく達
成しており、地域
で高齢者等のふれ
あいの場の充実が
図れたため。

③事業の継続

高齢者を中心とした地域の
居場所づくりのためにも、
まだサロンが発足されてい
ない地区への推進と、既に
発足している地区について
も継続的な実施を促してい
きたいため。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

生涯学習課 ふるさと学受講者数 － 75人 150人 225人
300人

（５年間の合
計数）

7２人
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

中央公民館での座
学のあと、施設見
学として町外に現
地集合ということ
が要因となり、若
干受講者数が少な
かったと考えられ
る。KPIとしては妥
当である。

②地方創生に
効果があった

目標値には届かな
かったが、アン
ケート結果より防
災・減災について
は隣組との連携、
助け合いが必要
（みんなで支え合
う）、生活環境で
はゴミの減量（地
域を大切にする）
についての意見が
あり、ある程度効
果があった。

③事業の継続

目標値には届かなかったも
のの、座学だけでなく、や
はり体験（現地）学習に
よって理解が深まり、今年
度は防災意識やゴミの減量
等、町民の生活に直結した
講座として一定の成果が
あった。今後も行政と町民
の架け橋となるような講座
を講じていく。

②地方創生に
効果があった

参加者から、地域
で支えあい、地域
を大切にする内容
の意見を得られて
いることから効果
があった。

③事業の継続

今年度は防災意識やゴミの
減量等、町民の生活に直結
した講座として一定の成果
があった。今後も行政と町
民の架け橋となるような講
座を講じていく。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

目標値

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

４．時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

（３）みんなで支えあう地域の絆づくり

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

実績値を踏まえた事業の今後について

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由 今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 実績値 事業効果理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見
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基本目標

基本的方向

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

総合政策課
コミュニティバス
年間利用者数

10,931人 15,000人 20,000人 25,000人 31,000人 12,452
②ほぼ達成
（70～１０
０％未満）

周知までに時間を要
したため、年度当初
の利用が少なかった
ことが要因と考え
る。

②地方創生に
効果があった

これまでの利用者は
高齢者の占める割合
が多かったが、30
代を中心とした子育
て世代での利用も見
られたため。

③事業の継続

平成29年度に入ってからは
比較的多い利用数で推移し
ており、引き続き効果的な
ＰＲやアンケート等の要望
を踏まえた改善に取り組む
ことで、利用者の増加を図
るため。

②地方創生に
効果があった

高齢者以外にも利用
されるようになり、
町民の生活の足とし
て認識が広まってい
ると考えるため。

③事業の継続

平成29年度に入ってからは
比較的多い利用数で推移し
ており、引き続き効果的な
ＰＲやアンケート等の要望
を踏まえた改善に取り組む
ことで、利用者の増加を図
るため。

①総合戦略の
KPI達成に有
効であった

住民からは使い勝手
が悪いという評価も
ある。
老人クラブ等の団体
での使用の効果も大
きい。
乗車人数増加につい
ての努力は見える。

町創生本部としての評価 外部有識者からの評価・意見 本事業終了後における実績値

目標値

上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略　ＫＰＩ検証シート（具体的施策用）

４．時代の変化に対応し、安心してくらせる地域をつくる

（４）地域公共交通の充実

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

実績値を踏まえた事業の今後について

担当課

KPI 現状値 実績値 達成状況 要因分析 事業に対する効果 理由 今後の方針 今後の方針の理由 事業の評価 実績値 事業効果理由 今後の方針 理由 事業の評価 外部有識者からの意見
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